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 観光や帰省を目的とする国内の長距離旅行は，ゴールデンウィークや旧盆，年末年始，3 連休といった

連休に集中する傾向がある．これらは，年によってカレンダー上の連休配置が異なるといった特徴があり，

この配置によって人々の旅行行動に違いがあると考えられる．そこで本研究では，連休配置を変化させる

ことによる長距離旅行需要の変化を定量的に予測するモデルを作成した．作成したモデルを用いて，2 種

類の異なる連休配置を仮定し，各配置での旅行者数を算出し比較したところ，旅行日数および旅行先によ

って旅行者が多い配置が異なることが明らかとなった． 
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1. はじめに 
 
(1) 研究背景 
少子高齢化によって都市と地方の地域格差が進む日本

において，国内の長距離旅行需要を促進させることは，

地方への経済効果を生みだし，地域活性化につながる．

そのため，旅行需要を把握し，長距離旅行量を最大化す

る政策を検討・実施することは極めて重要である． 
観光や帰省を目的とする長距離旅行は，移動時間が

占める割合が短距離行動と比較すると大きいために，旅

行先で十分な時間をかけて満喫するためには，その距離

に応じた旅行日数が必要となる． そのため，日程確保

のしやすさは，長距離旅行の需要の大小に大きな影響を

及ぼすと予想される．日本では日程調整がしやすいゴー

ルデンウィークや旧盆，年末年始、複数の三連休といっ

た時期に長距離旅行が集中する傾向がある． さらに，

ゴールデンウィークなどはカレンダー上の休日・祝日に

よるもので、連休の長さや曜日が毎年異なる特徴がある．

その結果として，その年の連休配置によって旅行者数が

異なっている． 
我が国では，このカレンダー上における連休の配置を

政策的に変更したことがある．2000年に 3連休を増やし

余暇活動を推進する目的で，国民の祝日の一部を特定の

週の月曜日に移動させる「ハッピーマンデー制度」とい

う法改正が行われた 1)．また，2020年と 2021年には東京

都市圏の通勤・通学者数を減少させ，同時期に開催され

る東京オリンピックに参加するアスリート・観客の円滑

な輸送を図る目的で，海の日・スポーツの日・山の日が

政策的に変更された 2) （図 1-1）．これらの事例は，連

休配置を政策的に変更しうることの例といえ，連休配置

 
図1-1 2021年の祝日移動2) 
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と長距離旅行数の関係が明らかになっていれば，都市の

滞在人口の一時的な減少および地方への旅行促進のため

に，戦略的に連休配置をコントロールするといった施策

の検討も考えられる．しかしながら，2 節で後述ように，

このような政策を評価するために，十分な精度を持つモ

デルが存在しないのが現状である． 
 
(2) 研究目的 
カレンダー上の連休の配置が変わると，人々の長距離

旅行行動の選択はどのように変わるのだろうか? この疑

問に対して，連休配置を変更することによる長距離行動

需要の変化を定量的かつ高精度で予測するモデルがあれ

ば，人々の旅行行動が把握でき，今後の政策的な連休配

置や，混雑予測に役立つ可能性が高い． 
このような問題意識に対して，連休配置による長距離

旅行需要について，本研究の先行研究となる，田村ら 4)

は旅行日数選択モデルの提案を行った（図 1--2）．この

モデルでは，連休配置に応じた旅行日数別の旅行者数を

推定することができる．しかしながら，モデルには旅行

先の選択が不足しており，全国の旅行者数の総数しか推

定できない状態である． 
そこで，本研究では， 田村ら 4)のモデルを居住地ごと

のモデルへと改良し，旅行先選択を追加したモデル（図

1-3）とすることで，カレンダー上の連休配置による旅

行先の変化も考慮した，さらに詳細な長距離旅行需要モ

デルを提案する．このモデルによって，居住地・旅行先

ペアごとの旅行日数別推定旅行者数も把握することが可

能になる．最後に，作成したモデルを用いて，短期の連

休を複数回配置した場合と長期の連休を 1つ配置した場

合での旅行者数の違いを，居住地・旅行先ペアと泊数の

観点から確認する． 
 
 
2.  既往研究と本研究の位置づけ 
 
(1)  休日配置と旅行行動の関係に関する既往研究 

 ここでは，休日配置と旅行行動に着目した既往研究の

レビューをおこなった結果を示していく． 
井上ら 5)は，カレンダー情報を利用した本州四国連絡

橋の日交通量の時系列分析を行っている．ここでいうカ

レンダー情報とは，平休日配置情報のことである．一般

的に交通量は平日，休日，連休に加えて，連休の前半か

後半かによっても変化すると考えられる．また，連休の

前後にある休日は外出を控えるといった行動が予想され，

休日交通は前後の休日配置によって変化すると考えられ

る．これらの変化を考慮した分析を行うためにカレンダ

ー情報を組み込む必要がある．分析の結果から，休日は

平日よりも多くの交通量が発生し，連休では通常の休日

よりも多くの交通量が発生していたことを明らかにして

いる．また，連休の前後にある休日では出控えが起きて

いたことを述べている．この研究によって，通常の平休

日と連休の配置によって変化する交通量までは明らかに

なっているが，旅行日数や旅行先といった詳細な旅行行

動については把握することはできていない． 
 つぎに，本研究の先行研究である，田村ら 4)の連休効

果を扱った長距離旅行需要モデルの研究では，混雑統計

から集計した泊数別の観測データから連休配置によって

変わる国内全体の長距離旅行の実施確率と旅行日数選択

確率を求めるモデルを作成し，仮想の連休配置を作成し

て推定旅行者数を算出している．この仮想的な連休配置

は 3 連休を 2回含む配置と 4連休と土日を含む配置の 2
つを設定し，各パターンでの泊数別推定旅行者数の算出

と考察を行っている．この 2パターンの連休配置から，

3 連休が複数回設定されていたほうが 4 連休等の長期休

みが 1回あるよりも長距離旅行が実施される傾向にある

ことが分かっている．この研究からは，連休配置によっ

て変化する旅行実施率と旅行日数選択確率，それらを用

いて算出される泊数別の旅行者数までは明らかになって

いるが，モデルに旅行先選択がなく，加えてデータは

47都道府県の合算値を使用しているためODペアごとの

泊数別旅行者数については推定することはできていない． 

 

(2)  旅行先選択モデルに関する既往研究 
本研究では，田村ら 4)の長距離旅行需要モデルに，旅

行先選択モデルを付加することを目的とする．そこで，

旅行先選択モデルの既往研究についてもレビューしてい

く．  

 
図 1-2 田村らの提案したモデル構造 4) 

 

 

図 1-3 本研究で提案するモデル構造 
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 Eymannら 6)は旅行者の目的地と休暇活動の個人選択の

決定要因について分析を行っている．分析にはネストさ

れた多項ロジットモデルが用いられ，説明変数には年齢

や所得などの社会経済的説明変数が採用されている．実

証分析では，西ドイツまたはベルリンに住む 14 歳以上

のドイツ人 5283 人を対象に 1985 年の休暇行動について

インタビューして得られたデータを用いて行われた．分

析の結果から，低収入は旅行意欲を低下させる，都市化 
が変わるかを確認できない． 

Rugg7)は，旅行者の行先選択の分析を可能にするモデ

ルを作成し，海外旅行需要の決定要因を把握する目的で

研究を行っている．過去に提案された Lancaster8)の考え

に基づいて，時間的制約の追加と予算的制約の修正を行

って新たなモデルの作成と推定を行っている．2 地点間

の運航する航空機の１か月での予定乗客数を被説明変数

として，2 地点間の人口の積や 2 地点間の相対価格指数

など 13 の説明変数を設定したモデルは，推定されたす

べてのパラメータが統計的に有意であり，旅客移動の流

れの変動の大部分を説明できるものといえる．しかしな

がら，この論文もEymannら6)の研究と同様，カレンダー

上の影響に関する記載はなく，連休配置と旅行行動の関

係は把握できない． 
JRTT鉄道・運輸機構 9)は旅行先選択と交通機関選択を

組み合わせた，ある居住地ゾーンから全国の旅行先ゾー

ンへの選択状況を表すネスティッドロジットモデルを作

成している．この旅行先選択モデルは，旅行先のポテン

シャルと旅行先までの移動の利便性から居住地ゾーン毎

に旅行先ゾーンの選択率を予測するものであり，平休日

や連休は説明変数に含まれていない．そのため，カレン

ダー上の配置によって旅行先選択が変わるかを確認でき

ない． 
 

(3)  本研究の位置づけ 
休日配置と旅行先選択に着目した既往研究をそれぞれ

レビューした結果，休日配置による旅行量の増減を扱い

つつ，旅行先選択も組み合わせた予測ができる枠組みを

提案している研究は，見受けられなかった．このような

研究が過去に行われていない理由としては，毎日かつ旅

行長ごとの長距離旅行者数を観測し集計した都市間移動

データの入手が困難であったことが挙げられるであろう．

その一方で，田村ら 4)が適用したように，近年では携帯

電話位置情報データなどを利用することで，旅行日数情

報等も含めた多時点の分析を適用することができるよう

になっている．そして，田村ら 4)の研究では，このデー

タを活用し，休日配置（連休効果）が長距離旅行行動に

与える影響を分析する一つのアプローチを提示している．

しかしながら，この影響を地域ごとに把握する点がまだ

達成されていない． 

 そこで本研究では，田村ら 4)が提案したモデルに旅行

先選択モデルを付加することによって，休日配置（連休

効果）が長距離旅行行動に与える影響を都道府県ごとに

把握できる分析枠組みを提案する．つまり，カレンダー

上の連休情報を加味した，宿泊数ごとの「発生モデル」

を居住都道府県ごとに作成し，さらに宿泊数・居住都道

府県ごとの「旅行先選択モデル」を組み合わせたモデル

を提案するそのうえで，提案するモデルを使用した連休

配置シミュレーションを実施する．このモデルを使用す

ることで居住地と旅行先のペアごとにこのシミュレーシ

ョンを行うことができる．シミュレーションでは，3 連

休×2回の配置と 4連休＋土日の配置の 2パターンの連休

配置を設定し，各パターンでの旅行者数を算出すること

で，どちらの配置で旅行者数が多くなるのかを確認する．

このことによって，どちらの配置のほうが旅行者数を増

加させるかを居住地と旅行先のペアごとに明らかにする

ことができる． 
 
 
3. 本研究で用いるデータ 

本研究では，田村ら 4)が適用した株式会社ゼンリンデ

ータコムが販売する混雑統計データ 10)を用いて算出した

モデル結果に，旅行先選択モデルを組み合わせて行った． 
「混雑統計®」データは，NTT ドコモが提供するアプ

リケーション（※）の利用者より、許諾を得た上で送信

される携帯電話の位置情報を，NTTドコモが総体的かつ

統計的に加工を行ったデータ．位置情報は，最短 5分毎

に測位されるGPSデータ（緯度経度情報）であり，個人

を特定する情報は含まれない．※ドコモ地図ナビサービ

ス（地図アプリ・ご当地ガイド）等の一部のアプリ． 
田村ら 4)では，ツアーに含まれる深夜の滞在数（宿泊

数）が l 回であり，旅行先の都道府県 j において，都道

府県 j以外の都道府県 iに主拠点がある識別 IDのものが，

それ以外の都道府県 jにおいて d 日に 1回以上「滞在」

が観測されるという条件を満たす識別 ID の数𝑂𝑂𝑑𝑑,𝑙𝑙,(𝑖𝑖,𝑗𝑗)を

分析対象の旅行数の集計値を用いている． 

 

 

4. 旅行先選択を伴う長距離旅行需要モデル 

 
(1)  全体モデルの概要 
本研究では，旅行実施・泊数・旅行先の選択を扱い，

日本全国の都道府県間需要を記述する旅行需要モデルを

提案する．この旅行行動の選択は離散選択であること，

既往研究の選択モデルではネスト構造がよく用いられて

いることから，ネスティッドロジットモデルを適用する．

ここでは図 1-3で示したようなネスト構造を採用する．

モデルは居住地となる 47 都道府県ごとに作成し，最上
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段の選択では，旅行を実施するかしないかを選択し，2

段目では旅行を実施する場合には宿泊数を選択，最下段

において旅行先を決定する，といった構造を仮定する．

なお，本来の分析においては，この構造の妥当性につい

ても検証する必要があるが，データの秘匿処理の関係で

この推定を統計的に行うことは難しい．そこで，本稿に

おいては，一案として，この構造を仮定したモデルを用

いた分析をおこなう． 

 本研究では，とくにネスト最下層の旅行先選択のモデ

ルを作成することに着目し，図 1-2で示した田村の上段

のモデル（旅行日数選択モデル）を居住地ごとのパラメ

ータを推定したモデルを適用する． 

 

(2)  旅行先選択モデル 
混雑統計から集計した，日別・ツアー泊数・出発地と

到着地ペア別の都道府県間移動は，ほとんどがゼロの疎

なデータである．そのため，日ごとや短期間の集計デー

タからは旅行先選択モデルを作成することが難しい．そ

こで，「旅行先選択確率は季節や時期によって変化せず，

居住都道府県と宿泊数ごとのみによって異なる」と仮定

し， 2016．3．1～2017．2．28の365日分を，宿泊数別の

旅行数を合算した，居住都道府県𝑖𝑖と旅行先都道府県𝑗𝑗の
ペアごとの旅行数∑ 𝑂𝑂𝑑𝑑,𝑙𝑙,(𝑖𝑖,𝑗𝑗)

2017.2.28
𝑑𝑑=2016.3.1 を用いて，居住

地・泊数別の旅行先選択モデルを作成していく．このよ

うな推定アプローチをとることから，旅行先選択モデル

と上段のモデルを同時に推定することはできず，図 1-3
のネスト構造についても複数のパターンの間で比較を行

うことは難しい． 
ここでは，旅行先選択モデルとして多項ロジットモデ

ルを採用し，上段のモデルとは別に推定していく．この

モデル式は(1)式および(2)式に示すとおりである． 
 𝑉𝑉𝑙𝑙,𝑖𝑖,𝑗𝑗は𝑙𝑙泊ツアーにおいて旅行先に都道府県𝑗𝑗を選択す

る際の確定効用， 𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖  , 𝑃𝑃𝑗𝑗 は説明変数であり，旅行のし

やすさを表す最短所要時間𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖と旅行先の魅力を表す指

標として旅行先人口𝑃𝑃𝑗𝑗 の 2つを設定した．また，説明変

数についてはどちらも自然対数をとることとする．最短

所要時間は，総合交通分析システム NITAS から作成さ

れた都道府県間の「最短所要時間（時間）」，旅行先人

口は国勢調査の 2020 年の都道府県別人口の数値を用い

ている．𝛽𝛽𝑙𝑙,𝑖𝑖   , 𝛾𝛾𝑙𝑙,𝑖𝑖は係数（パラメータ）であり， 𝑅𝑅𝑙𝑙,𝑖𝑖,(𝑗𝑗) 
は都道府県𝑖𝑖の居住者が𝑙𝑙泊の旅行をする際に旅行先に都

道府県𝑗𝑗を選択する確率である． また，𝑍𝑍𝑖𝑖は都道府県𝑖𝑖を
除く都道府県集合である．  
 

 𝑉𝑉𝑙𝑙,𝑖𝑖,𝑗𝑗  = 𝛽𝛽𝑙𝑙,𝑖𝑖( log𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖) + 𝛾𝛾𝑙𝑙,𝑖𝑖  (log𝑃𝑃𝑗𝑗 ) (1) 

 𝑅𝑅𝑙𝑙,𝑖𝑖,(𝑗𝑗) =
exp�𝑉𝑉𝑙𝑙,(𝑖𝑖,𝑗𝑗)�

∑ exp�𝑉𝑉𝑙𝑙,(𝑖𝑖,𝑘𝑘)�𝑘𝑘∈𝑍𝑍𝑖𝑖
 (2) 

 
(3)  旅行実施・泊数選択モデル 
本研究では，田村 4)のモデルの各パラメータを，ツア

ー出発地（居住地）に該当する都道府県ごとに推定した

モデルを適用する． 
日付𝑑𝑑および居住地𝑖𝑖における，ツアー日数選択確率

𝑝𝑝𝑑𝑑,𝑖𝑖(𝑙𝑙)は(3)式の通りである．𝑛𝑛は𝑛𝑛 ∈ [𝑁𝑁,𝐺𝐺]であり，𝑁𝑁は
ツアー未実施，𝐺𝐺はツアー実施を表す．𝑝𝑝𝑑𝑑,𝑖𝑖(𝑙𝑙|𝐺𝐺)はツア

ーを行う上で，そのツアーの宿泊数を決定する確率であ

り，𝑝𝑝𝑑𝑑,𝑖𝑖(𝐺𝐺)はツアー自体を実施する確率である．

𝑝𝑝𝑑𝑑,𝑖𝑖(𝑙𝑙|𝐺𝐺)と𝑝𝑝𝑑𝑑,𝑖𝑖(𝐺𝐺)の掛け合わせの確率によってツアー

日数選択確率を表している． 
 

 𝑝𝑝𝑑𝑑,𝑖𝑖(𝑙𝑙) = 𝑝𝑝𝑑𝑑,𝑖𝑖(𝑙𝑙|𝐺𝐺)𝑝𝑝𝑑𝑑,𝑖𝑖(𝐺𝐺) (3) 

 
𝑝𝑝𝑑𝑑,𝑖𝑖(𝑙𝑙|𝐺𝐺)に関しては(4)式で表される． 

 𝑝𝑝𝑑𝑑,𝑖𝑖(𝑙𝑙|𝐺𝐺) =
exp�𝑊𝑊𝑙𝑙,𝑑𝑑,𝑖𝑖�

∑ exp�𝑊𝑊𝑙𝑙,𝑑𝑑,𝑖𝑖�𝑙𝑙∈𝐺𝐺
 (4) 

 
ここで，𝑊𝑊𝑙𝑙,𝑑𝑑,𝑖𝑖は，(5)式で示されるように，𝑖𝑖,𝑑𝑑におい

てツアー宿泊数を選択する際の確定効用である．𝐷𝐷𝑎𝑎,𝑑𝑑は

日付ごとに設定されるダミー変数である． 
 

 𝑊𝑊𝑙𝑙,𝑑𝑑,𝑖𝑖 = �𝛼𝛼𝑙𝑙,𝑖𝑖𝐷𝐷𝑎𝑎,𝑑𝑑
𝑎𝑎∈𝐴𝐴

 (5) 

 
ダミー変数は田村の提案するモデルで使用されていた

ものとそれらから一部追加・改良したものを使用する． 

種類としては，曜日ダミー（𝐷𝐷曜日，𝑑𝑑）， 祝日ダミー

（𝐷𝐷祝日，𝑑𝑑），連休ダミー（𝐷𝐷連休，𝑑𝑑），休日前後ダミー

（𝐷𝐷休日前後，𝑑𝑑），一年周期ダミー（𝐷𝐷一年周期，𝑑𝑑），経年

変化ダミー（𝐷𝐷経年変化，𝑑𝑑），変化点ダミー（𝐷𝐷変化点，𝑑𝑑）

の 7種類となる． 

表 4-1 土日付近の休日前後ダミー4)
 

 

 

表 4-2 木曜が祝日の場合の休日前後ダミー4) 
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曜日ダミーは，月曜日から日曜日までの 7日周期の変

化を表現するためのダミー項である．例えば，月曜日の

ダミー変数𝐷𝐷曜日・月曜日，𝑑𝑑は，𝑑𝑑が月曜日以外であればゼ

ロで，𝑑𝑑が月曜日のときに 1 であるといったようなダミ

ー変数である．なお，多重共線性回避のため，水曜日ダ

ミー項は除くこととする． 

祝日ダミーは，カレンダー上の祝日を表現するダミー

項である．𝑑𝑑が祝日以外であればゼロで，𝑑𝑑が祝日のと

きに 1であるといったようなダミー変数である．祝日に

は前後が平日で連休を形成しない場合もある．そういっ

た祝日も含めた祝日全体を加味したダミーである． 

連休ダミーは， 3連休以上の連休での旅行数増加を説

明するダミー変数である．連休中のダミー変数には，2

種類ある．1 つめは，連休中は１，それ以外はゼロが入

る連休中ダミーである．2 つめはツアー出発日と終了日

がどちらも連休内にある旅行スケジュールについて表現

する𝑙𝑙泊連休ダミーである．例えば，3 連休において，1

泊 2日旅行を実施するには，1日目出発と 2日目出発の

2 つのスケジュールが考えられる．田村の研究同様，本

研究では，このどちらのスケジュールも（通常の土日と

比較して）同程度の旅行数が増えるものとして，1 種類

のダミーで説明づける．そのため，この 1泊連休中ダミ

ーは，3連休の 1日目と 3日目が「1」であり，2つのス

ケジュールで行った旅行者の両方が観測される 2日目で

は「2」となる．また，3連休の場合に3泊4日旅行を実

施する場合は，ツアー出発日もしくは終了日が連休外と

なる．この場合，3 泊連休中ダミーはすべてゼロとなる．

なお，連休中ダミーと 0泊連休中ダミーは同じダミー変

数となるため，日帰りデータ向けの𝑙𝑙泊連休中ダミーは

使用しない．また，連休の直前・直後にも休みを取るな

どして旅行が増える可能性を加味し，連休の前日ダミー

（1 日分）・後日ダミー（1 日分）も作成した．連休の

前日ダミーと後日ダミーについても，連休中と連休前日

もしくは連休後日が１，それ以外はゼロである連休前日

ダミー・連休後日ダミーと，ツアー出発日と終了日がど

ちらも連休内か連休直前後日にある旅行スケジュールに

ついて表現する𝑙𝑙泊連休前日ダミー・𝑙𝑙泊連休後日ダミー

の 2 種類がある．𝑙𝑙泊連休前日・後日ダミーの設定方法

と 0泊連休前日・後日ダミーを使用しない点は連休中ダ

ミーと同じである．加えて，連休最終日は新たに 2泊や

3 泊の連泊を伴うツアーの初日に選ばれる可能性は低く

旅行量が少ないと考えられることから，連休最終日に 1，

それ以外はゼロである連休最終日ダミーを設定する．  

 休日前後ダミーは，当該日の前後 3日間の計 6日間の

休日日数を合計したダミーである．このような変数を導

入することで，平日の一部で休みをとって土日と合わせ

て，より長い連休を確保して旅行を実施する行動を集計

的に説明づける可能性がある．なお，このダミーに関し

ては，日帰り・1泊・2泊・3泊ツアーにおいて同一のダ

ミーとなっている．表 4-1は，通常時の土日付近の休日

前後ダミーを表している．このケースでは，平日が 2で

あり休日が 1となる．その一方で表 4-2のように，木曜

日が祝日等で休みであるような飛石連休では，金曜日を

休みとすると 4連休になり，この日を休みにして長期間

の旅行を設定しようとする人が多くいるであろうと考え

られる．このとき，ここで設定した休日前後ダミーは，

金曜日が 3，その他の日が 2 となり，このような日に，

長期の旅行を設定しやすいことを表現することができる． 

 一年周期ダミーは，1/1 から 12/31 まで，日付ごとか

つ 1年周期となるように設定した 364個のダミーとなっ

ている．多重共線性を回避するため、3/1 のダミーを除

いている．このダミーは１年間の周期変動を説明するダ

ミーであり，この変数では以下のような旅行量の増減を

表現することができる．一点目は季節変動による旅行量

の増減である．天候が悪い日が多くなる冬においては他

の季節に比べ旅行量が減少する，などの季節による影響

を説明することができる．二点目は年末年始・GW・お盆

の長期連休による旅行量の増減である．この３期間にお

いては他の期間に比べ，遠方への旅行や帰省が大幅に増

加していることは明確である．三点目は行事による旅行

量の増減である．例えば，成人の日には成人式に参加す

るために，多くの成人が帰省することによって旅行量の

増加が想定される．これらのような 1年周期で観測され

るような旅行量の変動を説明するためのダミーが一年周

期ダミーとなっている． 

 経年変化ダミーは，本研究の対象期間の初日である

2016年 3月 1日の値が 0で，1日経過するごとに 0．001

ずつ増加していく変数としている．このダミー変数は，

混雑統計のデータ経年的なサンプルの入れ替わりによる

影響を説明するものとして導入している．変化点ダミー

も，同様に混雑統計のデータの特性を除去するためのも

のである．これらのダミーは，予測時にはこの時間変化

表 5-1 石川県の旅行先選択モデルの推定結果 

 
「混雑統計Ⓡ」©ZENRIN DataCom CO., LTD. 
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パターンは適用しない． 

 つぎに，ツアー実施確率𝑝𝑝(𝐺𝐺)は(6)式で表される．こ

こでは，ツアー未実施の効用関数を 0としているために，

exp(0) = 1として，分母は1とexp (𝛬𝛬𝐺𝐺)の和となってい

る． 

 

 𝑝𝑝(𝐺𝐺) =
exp (𝛬𝛬𝐺𝐺)

1 + exp (𝛬𝛬𝐺𝐺) (6) 

 
ΛGについては(7)式で表される，旅行することによる効

用の期待値である．𝜇𝜇はネストパラメータである．  
 

 𝛬𝛬𝐺𝐺 =
1
𝜇𝜇

log �� exp
𝑙𝑙∈𝐺𝐺

�𝜇𝜇𝑊𝑊𝑙𝑙,𝑖𝑖�� (7) 

 
 
5. モデルの推定 

 
(1)  旅行先選択モデルの推定結果 
作成した旅行先選択モデルのパラメータの最尤推定を

行った． 
 47 居住都道府県の泊数別モデルのパラメータをそれ

ぞれ推定したところ，多くの都道府県の推定モデルの尤

度は nullモデル，fullモデルと比較して fullモデルに近い

結果が得られた．また， deviance ratio の平均値は日帰り

で 0.844，1泊で 0.820，2泊で 0.823，3泊で 0.821といず

れも高い数値を示している．deviance ratio は 0～1 の値で

モデルのデータへの当てはまりの良さを表す指標であり，

１に近いほどモデルのデータへの当てはまりが良いとさ

れる．これらから，旅行先選択としては本研究で扱うシ

ンプルなモデルである程度の大小関係を説明できること

がわかる．係数パラメータについても，t 値の絶対値は

十分に大きな値をとっており，すべてのパラメータは統

計的に有意であることが確認できた． 
表 5-1 は石川県の旅行先選択モデルの推定結果を示し

ている．log𝑇𝑇𝑖𝑖𝑖𝑖の係数推定結果に着目すると，泊数が多

くなるほど係数が大きくなっていることがわかる．これ

はその他の 46 都道府県の推定結果も同様であった．つ

まり，すべての都道府県で泊数が多い旅行ほど移動時間

による抵抗が小さくなり，より長距離へ旅行することを

示している．次に，log𝑃𝑃𝑗𝑗 の係数推定結果に着目すると，

日帰りモデルが最も値が小さく，1 泊から 3 泊モデルの

値は安定していることがわかる．全国的にみると，43
の都道府県で日帰りの係数の値より 1泊の係数の値のほ

うが大きく，42の都道府県で 1泊の係数の値より 2泊の

係数の値のほうが大きい．また 2泊の係数と 3泊の係数

を比較すると，多くの都道府県では 2泊と 3泊の係数の

値の差が小さい．このことから，多くの都道府県で泊数

が多い旅行では大都市に行く傾向が強いことがいえる． 
 

(2)  旅行実施・泊数選択モデルの推定結果 
居住地となる 47 都道府県ごとの旅行実施・泊数選択

モデルのパラメータの最尤推定を行った．モデルのデー

タへの当てはまりを示す deviance ratio の値は，沖縄県を

除いて平均で 0.771，最小でも鳥取県の 0.585と概ね高く，

ある程度の説明能力のあるモデルであるといえる．また，

沖縄県のみ推定できなかったが，沖縄居住者の長距離移

動の観測データが他の都道府県に比べて非常に少なく，

秘匿処理によってデータが秘匿されたことが原因ではな

いかと考える．また，推定した係数パラメータの t 値に

ついて確認したところ，値が小さく統計的に有意でない

変数が多く含まれていることがわかった．本来であれば，

適切な変数選択を実施することが望ましいが，計算負荷

の関係上，本研究では実施せず，すべての変数をそのま

ま適用したシミュレーションを実施する．このモデルの

最適な変数選択を実施する方法の検討については，今後

の課題とする． 
 
 
6. 連休配置シミュレーション 

 
(1)  シミュレーションの設定 
推定した旅行先選択モデルから算出したツアー日数ご

との旅行先選択確率と，旅行実施・泊数選択モデルから

算出した毎日のツアー出発・旅行日数選択確率を用いて，

居住地・旅行先の情報も含めた，連休配置シミュレーシ

ョンを行う．本研究では，表 6-1に示すような 16日間の

うちに3連休が2回ある配置と，表6-2に示すような4連
休と土日が１回ずつある配置を想定して連休配置を行う．

表 6-1 3連休×2回の連休配置 

 

 
表 6-2 4連休＋土日の連休配置 
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このシミュレーションの目的は，休日数は同じであるが，

配置だけが異なる 2パターンのケースの間で，全国の旅

行者数は変わるのか? また，居住地と旅行先のペア，泊

数によって旅行者数が多くなる連休配置や 2パターンの

旅行者比が異なるのか？という疑問に答えることである．

このときの居住地・旅行先・泊数別の旅行者数は，居住

地の都道府県人口に，旅行実施・泊数選択モデルを用い

て連休の影響を考慮して算出されたツアー日数選択確率

と，旅行先選択モデルを用いて算出したツアー日数ごと

の旅行先選択確率を乗じることで算出していく． 
 
(2) 全国のシミュレーション結果 
 本節では，居住地・旅行先ともにすべての都道府県を

対象とした，全国でのシミュレーション結果を示す．こ

こでは，居住地ごとに設定期間の１日平均推定旅行者数

を算出し，全 47 都道府県を合算した旅行者数を全国の

推定旅行者数とする．表 6-3 は，3 連休×2 の配置での

１日あたりの平均推定旅行者数を，4 連休＋土日の配置

での１日あたりの平均推定旅行者数で割った，推定旅行

者数の比と，3 連休×2 の配置における期間中の１日平

均推定旅行者数から 4連休＋土日の配置における期間中

の１日平均推定旅行者数を引いた，期間中の１日平均推

定旅行者数の差を表している．全ツアーの総旅行者数比

は 1．008であることから，3連休×2の配置のほうが，

旅行者の多くなる配置であることがわかる．また，期間

中の１日平均推定旅行者数は，3 連休×2 の配置で

1945.9万人，4連休＋土日の配置で 1930.7万人であり，

その差は 15.2 万人であることも明らかとなった．日帰

りツアーに着目すると，旅行者比が 1を下回っているこ

とから，4 連休＋土日の配置のほうが 3 連休×2 の配置

よりも日帰り旅行者数が多く，その差は 5.4万人である．

また，宿泊を伴うツアーに着目すると，すべてで旅行者

数比が 1を超えており，宿泊日数が多いほど比率が高い

ことが読みとれる．旅行者数の差は 1泊ツアーで 8.9万

人，2泊ツアーで7.7万人，3泊ツアーで4.0万人であっ

た．とくに，3泊4日の旅行者数も，3連休×2の方が大

きいことが分かる．これは，3 連休であっても前後の日

程を調整して長めの旅行を行う人が多く，その機会が多

い方が結果的に長期間のツアーを組む旅行者数が多いこ

とを示す．このことから，宿泊を伴う旅行では 3連休×

2 の配置のほうが 4 連休＋土日の配置より旅行者数が多

く，泊数が多いツアーほど 4 連休＋土日より 3 連休×2

のほうが連休による効果が高いといえる． 

 

(3) 各居住地のシミュレーション結果 

本節では，各居住地から全国へ向かうツアーを対象と

した，各居住地のシミュレーション結果を示す．図 6-1

は，各都道府県から出発するすべてのツアーの 1日平均

推定旅行者数の比を大小によって色分けして示したもの

である．旅行者数の比は，前節同様，3 連休×2 の配置

での 1日平均推定旅行者数を 4連休＋土日の配置での 1

日平均推定旅行者数で割った値である．旅行者数比が 1

を下回っているのは，埼玉県，千葉県，神奈川県といっ

た関東地方の県と兵庫県，奈良県といった近畿地方の県

と沖縄県であった．その他の 41 都道府県では旅行者数

比が 1以上であった．つまり，大都市の近郊では 1回長

期休みを設定するほうが旅行数は大きいが，地方部を中

心にほとんどの場所では 3連休の回数が多い方が旅行数

は多い傾向にある． 

 

(4) 各旅行先のシミュレーション結果 

本節では，全国から各旅行先へ向かうツアーを対象と

した，各旅行先のシミュレーション結果を示す．図 6-2

は，1 つの旅行先に来訪するすべてのツアーの 1 日平均

推定旅行者数の比の比を大小によって色分けして示した

ものである．旅行者数の比は，前々節，前節と同様，3

連休×2の配置での 1日平均推定旅行者数を 4連休＋土

日の配置での 1日平均推定旅行者数で割った値である．

図 6-2より，栃木県と静岡県以外の都道府県では，旅行

者数比が1以上であることから，45の都道府県で3連休

×2 の配置のほうが 4 連休＋土日の配置より来訪する旅

行者が多くなる．そのうち，九州のいくつかの県や広島

県，石川県で旅行者数比が高い．つまり，これらの県で

は 4 連休＋土日の配置での旅行者数に対する 3 連休×2

の配置での旅行者数の増加率が高いといえる． 

 

 

 

表 6-3 全国の旅行者数比（3 連休×2 / 4 連休＋土

日）と旅行者数の差（3連休×2 - 4連休＋

土日） 

 

「混雑統計Ⓡ」©ZENRIN DataCom CO., LTD. 
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7. まとめ 

本研究では，カレンダー上の連休配置による長距離旅

行需要の変化を把握できるようにネスティッドロジット

型の連休効果を扱った長距離旅行需要モデルを作成した．

ここでは，携帯電話の位置情報データである「混雑統計」

データから，旅行日数・居住地・旅行先ごとの旅行者数

が把握できるように集計したデータを使用している．本

研究のモデルは，田村 4)の長距離旅行需要モデルにはな

かった地域性を考慮できるように，先行研究のモデル

（ネスト上層）に旅行先選択モデル（ネスト下層）を組

み合わせることで，カレンダー上の連休配置によって変

わる旅行日数と旅行先の選択を把握できるようにした．

加えて，田村ら 4)のモデルは，47都道府県の合算したデ

ータから推定しているため，全国の泊数別旅行者数しか

推定できないが，本モデルでは，田村モデルを 47 居住

都道府県別（かつ 47 旅行先都道府県別）の居住地ごと

のモデルに変更した．このモデルを旅行先選択モデルと

合わせることによって，新たに OD ペアごとの泊数別旅

行者数が推定できるようになる． 

 本研究の連休効果を扱った都道府県間旅行需要モデル

は，旅行の実施，旅行泊数，旅行先の順で旅行行動を選

択するモデルである．ネスト上層の旅行実施・泊数選択

モデル（田村モデル）の説明変数には，曜日ダミー， 

祝日ダミー，連休ダミー，休日前後ダミー，一年周期ダ

ミー，経年変化による影響の軽減ダミー，変化点ダミー

を用いた．これらの変数を適用することで，周期的な旅

行行動の選択と連休配置に応じた泊数選択の予測が可能

となった．また，ネスト最下層の旅行先選択モデルの説

明変数に，旅行のしやすさを表す最短所要時間と，旅行

先の魅力を表す代理変数として旅行先人口を用いること

で，泊数によって変わる旅行先選択確率が算出可能とな

った．この作成したモデルを用いて，連休配置シミュレ

ーションを実施していく．日本全国のすべての都道府県

を対象として，居住地と旅行先ごとの旅行者数を，2 パ

ターン（3連休×2，4連休＋土日）の連休配置ごとに推

計した． 

連休配置シミュレーションでは，3 連休×2 と 4 連休

＋土日の配置ごとの旅行者人数が推計されており，本研

究ではどちらの配置で旅行者が多くなるのかを中心にそ

の結果を確認した．  

日本全国の総旅行者数では，全ツアーの総旅行者数比

は 1.008 で，期間中の旅行者数は 3 連休×2 の連休配置

で 1945.9 万人，4 連休＋土日の配置で 1930.7 万人であ

り，3連休×2の連休配置のほうが 15.2万人多いことが

明らかとなった． 

居住地ごとの総旅行者数（発生量）は地方部を中心に

41の都道府県で 3連休×2の配置のほうが 4連休＋土日

の配置よりも多いことが明らかとなった． 

全国から各旅行先へ来訪する旅行者数（集中量）につ

いてみると，都道府県ごとの総数では栃木県と静岡県を

例外として，旅行者数比が 1を下回る都道府県はなく，

全国的に 3連休×2の配置のほうが 4連休＋土日の配置

より来訪する旅行者が多くなることがわかった． 

 以上のような連休配置の結果を踏まえると，全国の長

距離旅行を促進させるには，休日を固めて長期休みを形

成するより，分散させて 3連休を複数形成するほうが効

果的であるといえる．地方部からの旅行発生量を多くし

たい場合も，短い休みを複数形成したほうがよい．一方

 
「混雑統計Ⓡ」©ZENRIN DataCom CO., LTD. 

図 6-1 各居住地から出発する旅行者数の比 

 

 

「混雑統計Ⓡ」©ZENRIN DataCom CO., LTD. 

図 6-2 各旅行先へ来訪する旅行者数の比 
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で大都市近郊や沖縄県からの旅行発生量を多くしたい場

合は長期休みを形成するほうが有効で，特定の地域の旅

行発生量を増やしたいときは，目的に合わせた連休配置

政策を考える必要がある．また，全国から旅行者を受け

入れる旅行先都道府県の立場から考えると，3 連休が複

数回ある配置のほうが，宿泊を含むツアーの旅行者数が

多いため，より経済効果が得られると考える． 

 
謝辞：本研究は，科学研究費補助金 20H02267, 20H02270，
21H01455，22H00222，文部科学省卓越研究員事業の支援

を受けた研究活動による成果の一部です． 
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Research of inter-prefecture travel demand model with consecutive holiday effects 
 

Atsuki TANII, Hiromichi YAMAGUCHI, Shoichiro NAKAYAMA 
 

In Japan, long-distance travel for sightseeing and returning home tends to be concentrated during con-
secutive holidays such as Golden Week, New Year holidays, and three consecutive holidays. The length of 
the holidays differs from year to year, and it is thought that people's travel behavior differs depending on 
this arrangement. In this study, we developed a model to predict demand of long-distance travel changed 
by the arrangement of consecutive holidays. Using the model, we calculated the number of travelers for 
two different holiday arrangements. As a result, we found that those arrangements with the large number 
of travelers varied by travel days and destination. 
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